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1. はじめに 
1.1 研究背景 
現在、地球温暖化が問題となっている。2018年の CO2 (二酸化炭素)排出量は 2017年と比べ
て 1.7％増え、過去最高の約 331億トンに達したことが IEA(国際エネルギー機関)の報告書で
明らかになった。その中でも国際海運における CO₂排出量が 8億 4,300万トンと地球全体の
CO₂排出量の約 3％を占め、これはドイツ国分に相当することを IMO（国際海事機関）が発表
した（1）。さらに、世界の海上輸送量と船腹量の推移を見ると、両方とも増加傾向にある。今
後、開発途上国を中心とした世界経済の成長によって、国際貿易量が急増することが見込ま
れる。それに伴い国際海運における CO₂排出量も増加すると考えられ、国際海運において CO₂
排出量の削減は重要であると言える。 
2004 年に発効された「気候変動枠組条約京都議定書」では、先進国に対し、2008～2012 
年の GHG（温室効果ガス）排出量を国により 1990年比で 0～8％減とするよう求めているが、
国際海運は対象外となっている。IMOが国際海運における GHG排出量削減を、GHG排出量の抑
制を追求している。 IMOでは 2011年 MEPC（海洋環境保護委員会）62において、2013年以降
に建造される船舶に対する EEDI（エネルギー効率設計指標）の導入とこれに基づく燃費規制
を実施するとともに、現存船舶を含むすべでの船舶を対象に省エネルギー運航計画 SEEMP（エ
ネルギー効率管理計画）の作成が義務付けられた。また、2015年に全ての国が参加するのを
目標とする、2020年以降の GHG排出削減などの新たな国際的枠組みとして、「パリ協定」が採
択された。そのため、2018年に GHG中長期削減目標を採択し、今世紀中可能な限り早期に
GHGのゼロ排出を目指すことなった。2019年 5月開催の MEPC74では、全船舶の GHG排出量の
約 4分の１を占めるコンテナ船のうち、特に排出量が多い大型コンテナ船を中心に 2022年ま
でにエネルギー効率設計指標（EEDI：2013年発効）の燃料規制値を従来の 30％から 40％に引
き上げ、燃料消費量の削減を強化することになった。 
GHG排出量の抑制対策について、IMOは第１段階としてハード面で省エネ（CO₂排出性能）
規制を開始した。具体的には新造船及び既存船への省エネ付加装置を設置することや LNG燃
料船の建造などの技術面で船舶の GHG排出性能を向上させることである。第２段階として、
新造船や既存船を問わずソフト面で運航的手法を促進するとともに、燃料消費実績報告制度
（2019年 1月開始）を策定することで、燃料消費量等の運航データを可視化し、更なる削減
対策を検討した。具体的な削減対策は、減速航海による速度最適化や船隊マネジメントの改
善、ウェザー・ルーティングなどが挙げられている。その対策の中に、リーマン・ショック
による収支改善に向け海運業費用の多くの部分を占める燃料費削減のための減速航海が 2009
年より欧州大手海運会社を筆頭に開始された。 
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図 1.1 船舶用燃料油の規制（2） 
図 1.1に示したように燃料油について、従来船舶が C重油を燃料として使用していた。し
かし、海洋汚染防止条約（マルポール条約（MARPOL 条約））の改正により 2020 年 1月 1日以
降に使用する燃料油中の硫黄分濃度の規制値が従来の 3.5質量%以下から 0.5 質量%以下に厳
しくなり、石油製品の価格高騰や入手リスクが高まっている。北欧、北米、およびアジアの
一部における排出規制海域（ECA）では、硫黄含有量が 0.1％以下のよりクリーンな燃料の使
用が必須になった。このような低硫黄燃料はさらに高価である。また、国際海運会議所(ICS)
をはじめとする海運業界 8団体は、2018年に IMOで合意された 2050年までの GHG半減目標に
向け、新たな CO₂削減技術を開発するため研究開発組織である IMRB (国際海事研究開発理事
会)を新設することを決定した 。その必要資金として、世界の海運会社が購入する船舶燃料 1
トンにつき 2ドルを徴収して、10年間に 50億ドルを徴収する予定である。このように燃料油
の高騰によるコスト増加はコンテナ輸送と運賃の全体的な価格体系に大きな影響を与えるだ
ろう。 
 以上の状況を踏まえて、減速航海の実施から 10年以上経つが 2020年に開催される次回海洋
環境保護委員会において、IMOで合意された 2030年までの船舶から排出される CO₂削減目標
の実現に加え、2023年までに実施する短期的な対策に合意することが極めて重要である。ま
た、減速航海による燃料消費量の削減効果は大きいため、引き続き力を入れると考えられ
る。 
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1.2 研究目的 
 先程述べたように国際海運における CO2排出量の削減は必要であり、その為に既存研究では国
際海運における CO2排出量の推定、減速航海等の CO2排出削減の効果の推定等が行われてきた。
しかし、既存の研究においては CO₂排出量の削減策別の効果についての計算をしているが、主
要定期航路の船舶大型化に進んでいることで、CO₂排出量削減に対する最も有効な対策の１つ
とする減速航海へ影響の検討を行っていない。特に各航路の大型化状況が異なるため、それを
考慮した上で減速航海の削減効果を検討することが必要である。 
 また、減速航海の既存研究については減速した場合に船舶主機やエンジンなどの機関各部へ
の悪影響に対する対策の研究が多い一方、船舶の大型化に伴う港の制限による入出港待ちや荷
役作業時間の増加が減速航海の効果に与える影響の検討が少なく、研究が不十分である。さら
に、高野（2009）の研究（3）では 50％程度の減速航海を環境、船社及び荷主 3 つの目面で評価
したが、航路サービス性を維持した減速航海については評価していない。 
 そこで、本研究では主要定期航路を対象として各航路の現状を考慮した上で、減速航海によ
る CO₂排出量及び輸送コストの削減効果を手法別（①サービス航路設計上の余裕時間②必要隻
数の増加③停泊時間の短縮）で検討する。また、2 つ目の手法は航路の大型化による隻数増加
と待機船舶の投入に分かれ、３つ目は荷役時間の短縮と入出港時間の短縮に分かれる。最後に
環境面とサービス提供するオペレーター（海運会社）及びサービス利用する荷主の 3つの視点
で評価する。 
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1.3 論文の構成 
本研究の構成について説明する。 
第 1章「はじめに」においては、研究の背景、研究目的、論文の構成について述べる。 
第 2章「国際海運における環境問題及び対策について」においては、国際海運における環
境問題について述べる。また、国際海事機関（以下略称 IMO）のそれに対する抑制対策を示
す。さらに、海運業界の脱炭素化を進めるために、金融業界の「ポセイドン原則」を示す。
本章では、国際海上輸送に対する CO₂排出削減の重要性について説明し CO₂排出削減に対する
先行研究を示す。 
第 3章「研究対象」においては、国際海運における主要定期航路の現状とコンテナ船舶の
大型化動向を示す。また、燃料油の価格やコンテナ船の需要などのコンテナ・マーケットの
現状及び減速航海の現状を示す。 
第 4章「計算モデルの定式化及び感度分析」においては、本研究モデルの詳細を説明す
る。また、モデルを用いた感度分析について説明する。 
第 5章「主要航路における減速航海への考察」においては、第 4章に説明したモデルを用
いて、３つの手法（①サービス航路設計上の余裕時間②必要隻数の増加③停泊時間の短縮）
による減速航海の考察結果を述べる。最後に環境面とサービス提供するオペレーター（海運
会社）及びサービス利用する荷主の 3つの視点でまとめる。 
第 6章「おわりに」においては、本研究の結論をまとめる。具体的には、本研究のまと
め、今後の課題について述べる。 
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2. 国際海運における環境問題及び対策について 
2.1 国際海運の現状 
① 国際海上輸送量 
1990年の始めに世界経済の発展に伴いグローバル化が進み、製造業は国を超えたサプラ
イ・チェーン・マネジメント（Supply Chain Management）やジャスト・イン・タイム（Just in 
time）といった物流体制を構築することで(4)国際海上物流に大きな影響を与えた。図 2.1.1a
に世界海上輸送量と船腹量の推移を示したように、世界の海上輸送量が年々増加している。
それに伴って海上輸送を担う船舶の船腹量も増加している。 
図 2.1.1a 世界海上輸送量と船腹量の推移(5) 
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② 世界の船種別船腹量 
表 2.1.1bに世界の船種別船腹量を示す。ばら積乾貨物船、オイルタンカー、コンテナ船の
順となっている。 
表 2.1.1b 世界の船種別船腹量（2017年末）（5） 
 
③ 世界のコンテナ荷動き 
日本海事センターの研究（6）によると、世界経済とコンテナ輸送の関連性が高く雑貨、原材
料、製品の輸送まで幅広くコンテナ輸送を活用している。図 2.1.1cに世界コンテナ荷動きの
推移を示す。実用的コンテナ船が世界に初めて登場したのが 1956年、大西洋航路への初就航
が 1966年、そして 1970年代に世界の主要定期航路がコンテナ化されコンテナによる海上輸
送システムの進歩に伴う海上輸送量も増加し続けている。図 2.1.1cで示したように、世界海
上輸送量の増加に伴いコンテナ荷動きも増加し続けている。2008年秋のリーマン・ションク
後の世界不況により 2009年に一度に減少し、2009年後半から徐々に持ち直し、2010年は
2008年を上回るまでに回復した。これからも世界経済に伴い、伸びていくと考えられる。 
順位 船種別 万総トン 構成率（％）
世界合計 129,105 100%
1 ばら積乾貨物船 43,516 34%
2 オイルタンカー 26,619 21%
3 コンテナ船 22,467 17%
4 旅客船・RORO船等 9,067 7%
5 液化ガス船 7,125 6%
6 ケミカル船 6,671 5%
7 一般貨物船 5,291 4%
8 油・貨兼用船 137 0%
その他 8,212 6%
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図 2.1.1ｃ 世界コンテナ荷動き推移(7) 
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2.2 国際海運における環境問題 
ここでは、図 2.2に海上輸送における環境問題を示す。 
海上輸送を行う際に、環境に与える負荷は大気と海洋の二種類がある。大気環境に影響す
る物質には、二酸化炭素（Carbon Dioxide :CO2）、窒素酸化物（Nitrogen Oxides :NOx）、硫黄酸
化物（Sulfur Oxides :SOx）、メタン（CH4）、一酸化炭素（Carbon Oxide :CO）、亜酸化窒素
（Nitrous Oxide :N2O）、揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds）、非メタン揮発性有機
化合物（Non-Methane Volatile Organic Compounds :NMVOC）、微粒子物質（Paticulate 
Matter :PM）などがある。 
 
図 2.2 海上輸送における環境問題（7） 
 
海洋環境の影響については船舶からの油流出、有害液体物質の排出、船内で発生する廃棄
物の排出やバラスト水の移動による生態系影響などがある（7）。現在、地球温暖化が問題とな
っており 1.1 節の研究背景にも述べるたように、国際海運おける CO₂排出量が多く様々な対
策が重要である。表 2.2 に海運の CO₂排出量を示す。 
 
表 2.2  Third IMO GHG Study 2014 CO2[MT]（8） 
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2.3 国際海事機関の取り組み 
 ここでは、海運における環境問題に対する取り組みを述べる。 
世界の海運業界では海洋や大気の環境保全と取り組み、環境に優しい船舶の運航、省エネ
ルギー対策、廃棄物対策、大気・水質・土壌環境対策、資源循環、環境技術の開発などを推
進、2009 年のポスト京都議定書の枠組みの合意を目指した地球温暖化対策がクローズアップ
されている。また、国際的あるいは各国単位など各種規制が行われ、船舶は全世界を活動領
域としているため、環境保全には全ての海域、港湾を対象に様々な取り込みが必要とされ
る。このため、国際海事機関（International Maritime Organization :IMO）と呼ばれる国連の専
門機関による海洋汚染防止条約（73/78MARPOL 条約）などの国際条約による規制、勧告など
国際的な合意を基本とした取り組みが進められている。MARPOL 条約：正式名は、
（International Convention for the Prevention of Pollution from Ships）で、Marine Pollution の頭文
字をとり MARPOL 条約と言われる。Bunker と呼ばれる船舶燃料油の燃料により生じた CO₂、
NOx、SOx の排出、オゾン層破壊の元凶となるハロンガス、フロンガスの放出などによる大
気汚染は、CO₂を除き 73/78MARPOL 条約の 1997 年議定書で規制されている。1997 年議定書
は 400 総トン以上の船舶などに適用され、NOx、SOx、ハロン・フロン、VOCs といった船上
焼却による排ガスを主に規制するものである。しかし、外航船は世界のあらゆる海域、港湾
を対象とした規制が必要と判断され、国際海運における CO₂の排出抑制策は IMO を通じて検
討することになった。 
 
図 2.3 IMO の CO₂排出規制（9） 
 
 図 2.3 に示したように、IMO では国際海運における CO₂の排出を抑制するため 2013 年以降
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に建造される船舶に対するエネルギー効率設計指標（EEDI）の導入とこれに基づく燃費規制
を実施すると共に、現存船舶を含める全ての船舶を対象とした省エネルギー運航計画（船舶
エネルギー効率管理計画 SEEMP）の作成を義務付けた。また、その規制に対して CO₂の排出
抑制策は 2 つに分かれる。新造船のみのハードウェアを改良する技術的手法と全ての船舶に
対する減速航海などのソフト面での運航的手法である。 表 2.3 に手法例を示す。また、表
2.4 に IMO が GHG 削減に対する動きを示す。 
 
表 2.3 船舶における環境改善手法（10） 
 
 
表 2.4 GHG 削減戦略（11） 
  
技術的手法 内容
燃料の転換 船用燃料電池システムの投入
プロペラ効率の改善 実際の波浪に応じて、プロペラの最適化
船体抵抗の軽減 空気潤滑などのシステムによる燃費効率の改善
代替エネルギーの活用 天然ガスなど環境に優しい燃料の使用
運航的手法
減速航海 運航船舶の速力最適化
北極海航路の活用 北極海による航海距離の短縮
ウェザールーチング 潮流、風波を考慮した最適ルートの選択
GHG 削減戦略（初期戦略）を採択 
2019 年 1 ⽉ フェーズ１：データ収集（船舶からのデータ報告制度開始） 
2019 年春
（MEPC74） 第 4 回 GHG スタディを開始 
2020 年夏 2019 年のデータを IMO に報告 
2020 年秋
（MEPC76）
フェーズ２：データ分析
第 4 回 GHG スタディ報告とりまとめ
2021 年春
（MEPC77）
2019 年のデータを IMO が集計・分析して発表
データ集計結果を踏まえ、IMO 戦略⾒直し作業を開始
2021 年夏 2020 年のデータを IMO に報告 
2022 年春
（MEPC78）
フェーズ３：対策の決定
2020 年のデータを IMO が集計・分析して発表
2022 年夏 2021 年のデータを IMO に報告
2023 年春
（MEPC80）
2021 年のデータを IMO が集計・分析して発表
GHG 削減戦略（改訂版）を採択
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2.4 ポセイドン原則 
米シティグループなどの国際的金融機関は IMO が 2050 年までに国際海運における CO₂排
出量を 2008 年比で 50%削減するという目標に対し、金融面から支援するため「ポセイドン
原則」を立ち上げた。賛同金融機関はシティの他、仏ソシエテ・ジェネラル、ING などの 11
金融機関。日本の 3 つのメガバンクにも参加を要請している。 
 
図 2.4 「ポセイドン原則」（12） 
 
「ポセイドン原則」は「船舶向け融資（Ship finance）ポートフォリオを社会的ゴールに
適合させる」ことを目的に、環境影響評価（Assessment）、説明責任（Accountability）、実
行（Enforcement）、透明性（Transparency）の 4項目の原則を掲げる。具体的な内容は図 2.4
に示す。つまり、「ポセイドン原則」を通じて金融業界が国際海運に投融資する際は環境面の
影響も１つの評価項目になる。  
12 
 
3. 研究対象 
3.1 主要定期航路について 
ここでは、本研究の研究対象とする主要定期航路を示す。 
 
図 3.1a 世界のコンテナの荷動き（13） 
 
まずは、図 3.1 に 2017 年の世界のコンテナの荷動きを示す。コンテナ船がコンテナの荷動
きを表し、定期航路のサービスを提供している。 
 
図 3.1b 世界コンテナ定期航路の荷動き割合（6） 
 
その内、36％が東西基幹航路に占めている。東西航路の主要航路については、47％が東ア
ジア－北米航路、39％が東アジア－欧州航路、14％が欧州―北米航路になっている。 
図 3.1cのように、東アジア－北米航路が往復合計で 26,764 千 TEU、東アジア－欧州航路
は合計で 23,073 千 TEU、欧州―北米航路は合計で 7,321 千 TEU となった。 
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図 3.1c 東西基幹航路のコンテナ荷動き（6） 
 
① 東アジア－北米航路 
 
図 3.1.1a アジア/米国（東航）荷動き推移（6） 
アジア/米国（東航）荷動き推移は、2010 年はリーマン・ショックの反動を受け年間荷動き
は急回復したが、2011 年の成長率は 0.4％までに低下した。2012 年から成長率は 4.2％に戻
り、2017 年まで荷動きが 16,542 千 TEU になった。 
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図 3.1.1b アジア/米国（西航）荷動き推移（6） 
 
アジア/米国（西航）荷動き推移は、2013 年に荷動きが最高 6,870 千 TEU になり成長率が
プラスだった。2014 年と 2015 年は成長率がマイナスに低落し、2016 年に回復、2017 年に
6,798 千 TEU になった。 
② 東アジア－欧州航路 
 
図 3.1.2a 東アジア/欧州（西航）荷動き推移（6） 
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図 3.1.2b 欧州/東アジア（東航）荷動き推移（6） 
 
東アジア/欧州（西航）荷動き推移について、2010 年はリーマン・ショックの反動を受け年
間荷動きは急回復したが、2011 年は 3.3％増と伸びが鈍化した。2012 年は欧州債務危機の影
響を受け 3 年ぶりに減少し 4.2％減となったが。2013 年は欧州の景気回復と共に 5.1％増、
2014 年はさらに伸長し 7.3％増となり年間荷動きは過去最高となった。2015 年は前年の在庫
調整やユーロ安およびロシアの景気後退の影響を受け 4.2％減とマイナスになったが、2016
年は欧州の景気回復基調に転じ 3.3％増、2017 年は 4.5％増のプラスとなり荷動きが過去最高
を更新して 15,547 千 TEU になった。 
欧州/東アジア（東航）荷動き推移について、2014 年に成長率がマイナス 0.3％になったが
2010 年から 2017 年までの荷動き推移を見ると徐々に増加している。また、2017 年が最高
7,598 千 TEU になった。 
③  欧州―北米航路 
 
図 3.1.3a 欧州/北米航路（東航）荷動き推移（6） 
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図 3.1.3b 欧州/北米航路（西航）荷動き推移（6） 
 
欧州/北米航路（東航）の荷動き推移については、やや減少傾向になり 2017 年に過去最低
の 1,974 千 TEU になった。西航については、2010 年から 2017 年までの成長率がプラス
で、2017 年に過去最高の 3,162 千 TEU になった。 
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3.2 コンテナ船の大型化について 
 ここでは、コンテナ船を大型化に進んでいる状況を説明する。 
 
図 3.2.1 船型別の船腹量の推移（15） 
 
図 3.2.2 船型別の船腹量の推移（13） 
 
 図 3.2.1 に船型別の船腹量の推移を示す。世界で就航しているコンテナ船は 2019 年 1 月
時点で、5,264 隻、船腹量は 2,201 万 TEU、2018年比で 101 隻増加、116.6 万 TEU（5.6%）
増加した。増加の中心は 8,000TEU 以上の大型船舶である。一方で、 8,000TEU 未満の船舶
の船腹量は減少傾向になっている。また、図 3.2.2 に平均船型の推移を見ると就航船の平均
船型が 1996年の 1,689TEU から 2018年の 4,151TEU に増加し、コンテナ船が全体的に大型化
に進んでいることが言える。 
 図 3.2.3にはコンテナ船新造船の平均船型の推移を示すものである。新造船の平均船型を
見てみると、1990 年代初頭は新造船の平均船型は 1490TEUであった。それから次第に大型化
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していき、2008年リーマン・ショックなどの影響を受け、船社の利益は大幅に減少する。利
益を確保するため、その後 2009年からコンテナ船の新造船の平均船型は急激に増加し、2010
年に 5,097TEUを突破した。2017年では、新造船の平均船型は初めて 8,000TEU を超えた。 
 
図 3.2.3 コンテナ船新造船の平均船型推移（15） 
 
また、参考文献（15）によると 2017年は商船三井を皮切り、Maerskや COSCO（OOCL）が相次
いで 20,000TEUの超大型船を竣工した。環境規制前の大量の駆け込み発注があった 2015年の
発注船の多くが 2018年にかけて竣工するとも見られ、2018年も超大型船を含む多くのコンテ
ナ船が竣工すると予想される。 
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3.3 コンテナ・マーケットについて 
3.3.1 船用燃料油価格推移 
コンテナ船が運航する際に、燃料油は不可欠なものである。図 3.3.1 に 1994 年～2018 年 C 重
油の平均価格を示す。 
 
図 3.3.1 船用燃料油の価格推移（16） 
 
1994 年の C 重油平均価格には 1KL 当たりに 2.9 万円程度であったのが、2008 年リーマン・
ショック直前には６万円にも急騰した。現在は 5 万円程である。また、1.1 節の研究背景に述
べたように 2020 年 1 月 1 日以降に使用する燃料油中の硫黄分濃度の規制値が従来の 3.5 質
量%以下から0.5質量%以下に厳しくなり、石油製品の価格高騰や入手リスクが高まっている。
そのため、燃料油の価格の上昇に伴い輸送コストも大幅に上回ることが予想され、国土交通省
では規制に適合する燃料へ切り替えることで世界の海運全体における追加コストは約３兆４
０００億円になるとの試算がある。 
  
  
20 
 
3.3.2 コンテナ船の待機船について 
 コンテナ荷動き量は 2000年に急速に伸びているが、近年に大量の新造発注によって、船腹
量増加率が荷働き量増加率を継続的に上回り、需給が引き締まらない傾向がつづいてきた。
船腹の供給量が必要量を超え、船腹の供給量と需要量のアンバランスが生じている。 
 
図 3.3.2待機船船腹量の推移（16） 
 
 図 3.3.2は 2018年 9月末までの待機船船腹量及びその世界総船腹量に対する割合を示した
ものである。待機船船腹量は 2008年秋のリーマン・ショックの影響を受け 2009年に 572
隻・1,520千 TEU以上となった。2011年は荷動き量の急増を受けて大幅に減少し 60隻・75千
TEUになった。また、2016年 10月末時点では 397隻・1,591千 TEUとなり最高記録だった。
2018年 6月からは、相次ぐ新造船の竣工に加え東アジア-欧州航路の荷動きの影響などを受け
た待機船船腹量は徐々に増加し、9月末時点で 177 隻・511千 TEU（全船腹量の 2.3％）とな
った。今後は、スラックシーズンに向けた減便対策などに加え例年以上に解撤が進んでいな
いこともあり待機船船腹量の増加は加速していくものとみられる。ALPHALINER の予測によれ
ば、2018年末の待機船船腹量は 750千 TEU程度まで増加するであろうとされている。 
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3.3.3 コンテナ・フリート 
 ここでは、国際海運におけるコンテナのフリートについて説明する。 
１つ 20FTのコンテナが 1TEUに定義されているが、コンテナ船舶に積載したコンテナは
20FTのコンテナだけでなく 40FTや 45FTなどのコンテナも存在している。図 3.3.3に国際海
運に使用されるコンテナのフリートを示す。 
 
図 3.3.3a 主な海上コンテナの全長比較図（17） 
 
 
表 3.3.3 国際海運のコンテナ・フリートの推移（16） 
 
このように、世界中で流通しているコンテナのサイズについては 31％が 20FT のコンテナ、
6７%が 40FTコンテナ、約１％が 45FT及びその他サイズのコンテナである。本研究では、第 5
章の荷役作業効率を考察するため計算上の都合により 45FTとその他サイズのコンテナを除い
て、全てのコンテナ構成率は 20FTが 32％、40FTが 68％に見なして考察する。 
  
年代
サイズ TEU TEU割合 TEU TEU割合 TEU TEU割合 TEU TEU割合 TEU TEU割合
20FT 10506359 31.76% 11089258 31% 11352961 31% 11360000 31% 11600000 30%
40FT 22018074 66.55% 23597240 67% 24326814 67% 24380000 67% 25880000 68%
45FT 511812 1.55% 508140 1% 530541 1% 550000 2% 520000 1%
その他 49439 0.15% 44832 0% 39640 0% 37000 0% 40000 0%
合計 33085684 100.0% 35239470 100.0% 36249956 100.0% 36327000 100.0% 38040000 100.0%
2013 2016 201720152014
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3.4 減速航海について 
①ここでは、研究対象とする減速航海について説明する。 
2008 年のリーマン・ショックによる海運市場の低密や船用燃料価格の高騰があり、減速航
海は各船会社に燃料コストを削減するための手法になった。また、新谷らの研究（17）では、減
速航海による燃料消費量を削減するができ、国土交通省でも CO₂排出量の削減ため、減速航海
を検討している。 
 
図 3.4.1 船会社の燃料コスト割合推移図 
 
図 3.4 は船会社の海運業費用に占める燃料コストの割合である（35）。海運業における燃料コ
ストの割合が約２割程度になっている。燃料コストを削減するために、船会社が減速航海を
導入していることが分かった。具体的には 4.6 節の減速航海の感度分析で説明する。 
 
②SOⅹ排出規制による燃料コストの上昇 
 硫黄酸化物（SOⅹ）による人の健康や環境への悪影響（肺がん、酸性雨など）が世界的な
問題である。大気環境の改善のため、IMO では 2020 年から船舶用燃料油の硫黄分濃度 0.5％
以下に規制を強化した。 
 
図 3.4.2 SOｘ規制の概要（36） 
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 SOⅹ規制への対応として、1.「規制適合油（低硫黄燃料油）への切り替え」、2.「排気ガス
洗浄装置（スクラバー）の設置」、3.「LNG（天然ガス燃料）等の代替燃料の使用」が挙げら
れている。それぞれのメリット及び課題を図 3.4.3 に示す。 
 
図 3.4.3 SOｘ規制の対応手段（37） 
 
 Camille Egloffらの予測（38）によると規制の開始時点では、ほとんどの船舶が低硫黄燃料油
に切り替えることに見られている。そうなると IMO では世界的に年間 300 億ドルから最大で
600億ドルのコスト増加を試算している。燃料油の価格差を表 3.4.4に示す。 
 
 
表 3.4.4 主要調査機関の船舶燃料油価格見通し（37） 
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③海運会社の対応 
 Drewry海事調査会社（39）によると、SOｘ規制による燃料価格上昇に対応するため、コンテ
ナ船社は速力低下に伴う航海日数の増加を防ぎ、トランシップを増加する形で減速航海を積
極的に取り組んでいる。海運会社の環境活動実績を表 3.4.5に示す。米国のロサンゼルス港
では、沿岸 20NM以内を 12KT以下で減速航海するよう船社に要請している。ロングビーチ港
は、１年間の減速航海実績に従い、翌年に岸壁使用料を減額するインセンティブ・スキーム
（20NM以内の減速航海は港湾料金の 15％、40NM以内は 25％割引き）を導入している。 
 
表 3.4.5 海運会社の環境活動実績（40） 
 
④IMOの GHG削減戦略及び各国の提案 
 2018年４月に IMOは今世紀中のなるべく早期に、国際海運からの GHGゼロ排出を目指すと
いう GHG削減戦略を採択した。具体的に図 3.4.6に示す。 
 
図 3.4.6 GHG削減戦略（11） 
環境ビジョ
ン2050
温暖化防止：CO2排出量の半減
環境目的 温室効果ガスの抑制 エネルギー資源の消費節減
2019年中期
目標
CO2排出量の削減 (2030年に2011年比
で輸送ﾄﾝﾏｲﾙﾍｰｽ25％減)
継続的な船舶の燃料・潤滑油使用量の削減
2018年環境
目標
CO2排出量を輸送ﾄﾝﾏｲﾙﾍﾞｰｽで削減する  Eco Slow Steaming（減速航海)の促進を行う
2018年評価 〇 〇
2018年達成
状況
CO2排出量2.3 %減少しました。米国ロ
ングビーチ港に寄港する際135回、ロ
サンゼルス港に寄港 する際11回、両
港合計146回の減速航行を実施しまし
た。
毎月本船の減速状況を把握し、省エネ運航連絡
会（年4回）にて
各運航部門に減速及び燃費消費量の現状を周知
した。
また、営業部門と船主との減速深度化の協議で
は技術的サポートを行った。
2019年度環
境目標
・減速航行の励行・EEDIによるCO2排
出量削減を目指す・自主的に港湾、沿
岸域で減速航行をする
・毎月、各部門の減速運航状況および環境・省
エネ機器の搭載状況を
　把握、監視する。(1回/月)
・燃料消費量を把握し、省エネ運航連絡会にお
いて各運航部門に燃料
　消費量の現状の周知を行う。(4回/年）
2018年環境活動実績と2019年環境目標
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IMOが GHG削減目標を達成する当面の対策として、「新造船に EEDI規制強化」と「既存船に
短期的対策を 2023年までに策定」を採択した。そのうち、新造大型化コンテナ船に対する
EEDIの規制は 2022年に前倒して、40％の削減へ強化した。既存船に対する短期的対策は、
「運航時の平均燃費実績による規制」や「運航時の平均速度による規制」などが候補として
提案された。2030年の国際海運における船舶の平均燃費を 40％改善という目標を達成するた
め、各国からの主な提案を国土交通省の資料により、図 3.4.7に示す。 
 
図 3.4.7 2030年目標達成に向けて：各国からの主な提案（41） 
 
年間の平均速度と燃費が規制対象とした提案が多くため、減速航海はますます重要になっ
ていくと考えられる。 
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4. 計算モデルの定式化および感度分析 
4.1 計算モデルの概要 
 
 
 
図 4.1.1 モデル概要図 
 本研究の計算モデルは図 4.1.1に示したように、航路でサービスを提供する際の船舶状況で
ある。また、定曜日のサービスのため、年間寄港頻度が 52回に見なす。 
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4.2 必要隻数の定式化 
4.2.1 １サイクル時間の構成 
 
  
  
図 4.2.1１サイクル時間の構成図 
 定期航路で運航しているコンテナ船が航路サービスを 1周するのに要する時間を１サイク
ル時間と定義する。図 4.2.1に示したように、１サイクル時間は停泊時間と航海時間に構成
される。また、停泊時間は入出港時間と荷役時間に構成される。荷役時間が船型に、入出港
時間が寄港回数に比例すると考えると、下記の式のように表せる。 
 
T0 = T1 + T2  --------------------------------------- (1) 
T2 = T3 + T4  --------------------------------------- (2) 
T1 = s/v  -------------------------------------------- (3) 
T3 = cD × D ------------------------------------------- (4) 
T4 = Cp × PN ----------------------------------------- (5) 
T2 = cD × D + Cp × PN ---------------------------- (6) 
 
T₀:1サイクル時間[h]  
T₁:航海時間[h] 
T₂:停泊時間[h] 
T₃:荷役時間[h] 
T₄:入出港時間[h] 
S：航海距離[nm] 
V: 航海速度[㏏] 
CD: 荷役時間の係数[h/TEU] 
Cp: 入出港時間の係数[h/回] 
PN:寄港回数[回] 
D:船型[TEU] 
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 この内、航海時間は式(3)に示すように、航海距離と航海速度から求められる。１サイクル
時間から航海時間を引いた値は停泊時間とする。なお、輸送サービス毎の航海距離は、国際
輸送ハンドブック(26)に記載されている寄港地から航海距離を求め、船速は記載されている就
航船舶の船速を用いた。航海距離や航海速度などのデータについては、4.5 節の用いるデータ
に示す。 
したがって式(6)に表すように目的変数を停泊時間とし、説明変数を寄港回数、船型として
回帰分析を行い、入出港時間の係数 Cp、荷役時間の係数 CDを求めた。また、回帰係数を推定
する際、回帰定数は 0 として分析を行った。 
 
 
表 4.2.1a 決定係数表 
 
表 4.2.1b 回帰分析結果表 
 4.5節に示すデータから回帰分析の結果を表 4.2.1bで表す。3つの航路の決定係数 R2が
0.9以上になり、モデルの精度は高い。また、係数の t値も高く、有意水準 1%で有意であ
る。 
 
 
  
航路 重相関 R 重決定 R2 補正 R2 標準誤差 観測数 有意 F
東アジア-北米航路 0.9333 0.9373 0.8465 250.0199 48 6.24597E-21
東アジア-欧州航路 0.9866 0.9734 0.9403 122.8997 33 1.4371E-24
欧州-北米航路 0.9756 0.9519 0.8864 134.6038 18 8.27E-11
因子 寄港回数 平均船型 寄港回数 平均船型 寄港回数 平均船型
係数 40.689 0.034 47.296 0.009 39.895 0.038
t 4.633 3.385 13.932 2.639 3.817 2.197
欧州-北米航路東アジア-北米航路 東アジア-欧州航路
29 
 
4.2.2 必要隻数の算出式 
定期航路における定曜日のウィークリーサービスを行い、コンテナ船が 1週間に 1回を寄港
する。そのため、航路を構成する必要隻数は式(7)で表せる。 
N=ROUNDUP｛［T₀/（24×7）］,0｝------------ (7) 
 
N：必要隻数[隻] 
T₀:1サイクル時間[h]  
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4.3 CO₂排出量の定式化 
 CO₂排出量は燃料消費量と排出係数から求められる。燃料消費量は就航するコンテナ船の船
型や航海速度によって異なる。そこで、これらの影響を考慮した二酸化炭素排出量の推計を
行うために参考文献で用いられている算出式から CO₂排出量を算出する。 
  
4.3.1 燃料消費量の算出式 
ここでは、国土総合技術研究所の先行研究（18）を参考にして本研究モデルにおける燃料消
費量の算出式に示す。 
 
FL=F₀×（S×1.852）×f ------ (8) 
F₀=6.87×10(-5)×{DSP-(1-0.65×LF)×DWT}×DSP(-1/3)×（V×1.852）2 ------- (9) 
DSP=1.37×DWT+1660 ------ (10) 
DWT=D×10.8＋12400 ------ (11) 
 
FL：年間燃料消費量[㎏/年] 
f:寄港頻度[回/年] 
Fo：燃料単位距離消費量[kg/km] 
DSP：船舶の満載排水トン[トン]  
LF：消席率[％]  
DWT：船舶の載貨重量[トン] 
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4.3.2  CO₂排出量の算出式 
ここでは、日本環境省の資料（19）を参考にして、本研究モデルにおける CO₂排出量の算出式
に示す。 
 
CO₂=α×FL ------ （12） 
 
CO₂：年間 CO₂排出量(トン/年) 
α：船舶燃料における CO₂排出係数[トン/㎏] 
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4.4 輸送コストの定式化 
ここでは、コンテナ船が定曜日のウィークリーサービスを提供する際に、発生した輸送コス
トの構成および算出式を示す。 
4.4.1 輸送コストの構成 
まず、本研究用モデルの輸送コストは黒川ら(20)に基づいて構成される。下記の表 4.4.1に示
したように、輸送コストは運航コストや船費およびコンテナ関係費の和で表す。 
 
表 4.4.1 輸送コスト構成表 
  
燃料コスト
入出港料金
荷役作業料金
船員費用
修繕費
船用品費
減価償却費
利息
保険料
修繕費
利息
コンテナ償却費
運航コスト
間接船費
コンテナ関係費
輸送コスト
直接船費
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4.4.2 輸送コストの算出式 
ここで輸送コストを構成される運航コスト、船費、コンテナ関係費について説明する。 
運航コスト：貨物の海上輸送のため、直接必要な船舶の運航にかかるコストであり、燃料コ
ストと入出港料金および荷役作業料金で構成される。なお、運航コストにおける係数の設定
は 4.5節に示す。 
 
OC＝FC+HC+PC------ （13） 
FC＝FL×CF 単------ （14） 
HC＝HC 単×Q×2------ （15） 
PC＝（PC 切＋PC 係×D）×ｆ×PN------ （16） 
Q=D×f×2------ （17） 
 
OC:年間運航コスト[USD/年] 
FC：年間燃料コスト[USD/年] 
HC: 年間荷役作業料金[USD/年] 
CF 単：船用燃料単価[USD/㎏] 
HC 単：荷役作業料金単価[USD] 
PC：年間入出港料金[USD/年] 
PC 切：入出港係数の切片 
PC 係：入出港料金係数の傾き 
Q：年間輸送量[TEU/年] 
 
船費：船隊を管理するために必要な費用であり、直接船費と間接船費を構成され、固定費的
なものである。しかし、航路サービスの必要隻数による変化する。なお、船費における係数
の設定は 4.5節に示す。 
 
SC＝｛SP×（RC+RP+C 利+IF+BS）+LC｝×N------ （18） 
SP＝SP 切+SP 係×D------ （19） 
 
SC：船隊の年間船費[USD/年] 
RC：修繕費係数 
RP：減価償却費係数 
C 利：利息係数 
IF：保険料係数 
BS：船用品費係数 
LC：船員費[USD/年] 
SP：コンテナ船の船型における価格 
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コンテナ関係費：海運会社が所有するコンテナを管理するために必要な費用であり、コンテ
ナ償却費と修繕費および利息を構成される。なお、コンテナ関係費における係数の設定は 4.5
節に示す。 
 
 
CRE＝CRE 単×（CRC+CRP+CC 利）×CQ------ （20） 
 
CRE：コンテナ関係費[USD/年] 
CQ：航路サービスにおけるコンテナ本数[本/年] 
CRE 単：コンテナ１TEU 当たり単価[USD/本] 
CRC：コンテナにおける修繕費係数 
CRP：コンテナにおける減価償却費係数 
CC 利：コンテナにおける利息係数 
 
輸送コストは運航コストや船費およびコンテナ関係費の和で表す。また、これを年間輸送量
で割算し、１TEU当たり輸送コストを算出する。 
TC＝FC + HC + PC + SC + CRE  -------------- (21) 
TC′ = TC ÷ Q -------------------------------------- (22) 
 
TC′: １TEU輸送コスト[USD/TEU] 
TC:年間輸送コスト[USD/年] 
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4.5 用いるデータおよびモデルの係数設定 
4.5.1 航路サービスのデータ 
ここでは、国際輸送ハンドブックのデータの抽出方法を示す。まず、表 4.5.1aに示したよ
うにデータを集計する。次に、集計したデータを表 4.5.1bのように修正する。なお、寄港地
間の距離は SEA-DISTANCES/PORT-DISTANCESによる測定する。
 
表 4.5.1a 航路サービスの元データ例 
 
 
表 4.5.1b データの修正例 
 
このような修正したデータベースを用いて重回帰分析を行い、結果は 4.2節に示めす。ま
た、平均船型を変化させる場合は航海速度の値は平均船型に応じた航海速度を算出し、図
4.5.1に示す。 
 
 
図 4.5.1平均船型と航海速度の関係 
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研究対象とした航路に就航しているコンテナ船の輸送サービスの平均船型は約 1000～
20000TEUである。航海速度は 1000TEUでは約 16KTで 6900TEU辺りまで 25KTに増加し、それ以
降は横ばい傾向を示している。 
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4.5.2 モデル係数の設定 
ここでは、モデル航路を構築するための係数について説明する。 
まず、航海距離と平均船型および寄港回数により１サイクル時間を算出する。荷役時間係
数と入出港時間係数は表 4.2.1b回帰分析結果表に示す。次に、運航コストに関係する係数を
説明する。船用燃料単価 CF 単は参考文献（6）によるシンガポール港のコンテナ船用燃料価格を
用いた。荷役作業料金単価 HC 単は参考文献（20）の比率を参考にし、各港湾のホームページで
更新した平均費用を用いて、図 4.5.2に示す。 
 
図 4.5.2 １TEU当たり荷役作業料金 
 
入出港料金については、各港湾のホームページ（21）での情報を用いて船型別に入出港料金
を推計した。表 4.5.2 に回帰分析の結果を示す。 
 
 
表 4.5.2 入出港料金の回帰分析 
 
因子 切片 船型
係数 7478.3 29.6
t 2.7988 129.51
P-値 0.0115 2E-29
有意 F 2E-29
重決定 R2 0.9989
入出港料金
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表 4.5.3 コンテナ船価格の回帰分析 
 
このように、船型ごとで各港におけるコストを推計し、係数を設定した。また、決定係
数 R2とｔ値が高く、有意水準 5％で有意である。 
続いて船費に関係する係数を説明する。本研究では船舶価格を用いて算出することとす
る。減価償却費を建造船価に基づいて求める。船舶価格については、コンテナ船の売買を記
録する参考文献(34)を用い建造船価を船型との関係から推計した（式 19）。SP 切、SP 係の設定は
表 4.5.3に示す。また、減価償却費や修繕費などについては参考文献（22）の係数を用いて、
算出した。最後にコンテナ関係費について説明する。新造コンテナ価格は Containerization 
Internationalの情報を調査した。コンテナの減価償却費などについては、参考文献（23）の係
数を用いて算出した。 
  
因子 SP切 SP係
係数 20869711.42 3800.768
ｔ 2.894801091 5.321783
有意F 3.34668E-08
船舶価格
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4.6 モデルを用いた感度分析 
4.6.1 大型化による感度分析 
 ここでは、モデルを用いて大型化の感度分析について説明する。 
 まず、東アジア-北米航路の航海距離を用いて各航路の大型化による１サイクル時間の変化
傾向を説明する。なお、主要航路の条件については 5.1 節に示す。 
 
図 4.6.1a 東アジア-北米航路の１サイクル時間変化 
図 4.6.1a に示したように、500TEU-3000TEU の１サイクル時間は航海速度の増加のため
減少傾向になるが、3000TEU から大型化すると船型の増加に伴う１サイクル時間も増加す
る。船型を増加することでサービス航路の輸送能力が向上し、荷役時間と１サイクル時間共
に長くなる。 
40 
 
 
図 4.6.1b 船型と輸送コストの関係 
 
また、図 4.6.1b をみると１TEU 当たりの輸送コストは船舶の大型化につれて減少傾向にな
るが、6,800TEU から 7,000TEU まで増加すると輸送コストも増えた。 
 
図 4.6.1c 船型と１TEU 当たり輸送コストの関係 
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図 4.6.1d 船型と１TEU 当たり CO₂排出量の関係 
図 4.6.1c に示しているように、船型による１サイクル時間を変化すると週 1 回の寄港頻度
を維持するため、必要隻数も増加する。必要隻数が増加する際に１TEU における輸送コスト
も増加する。また、図 4.6.1d に船型が大型化すると大量の貨物を 1 回にまとめて輸送するこ
とで、１TEU 当たり CO₂排出量の削減ができる。  
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4.6.2 減速航海による感度分析 
ここでは、モデルを用いて減速航海の感度分析の結果を示す。 
まず、航海距離を一定し航海速度を変化することで、年間 CO2排出量の変化が、図 4.6.2 に
示しているように、減速航海を行うことで全ての船型における CO₂の排出量が減少しているこ
とが分かる。環境規制に対して、減速航海が有効である。しかし、減速航海による１サイクル
時間が長くなり、必要隻数が増加することが分かった。 
 
図 4.6.2a 船型別の減速航海による CO₂排出量 
 
 船型 TEU と年間 CO2 排出量の関係については、図 4.6.2b に分かるように船型は異なる場
合でも、必要隻数を１つ増加することで、かなりの減速航海ができる。 
 
図 4.6.2b 減速航海による必要隻数の増加 
 
 最後に、減速航海の１TEU 当たり輸送コストについて検討する。図 4.6.2c に示しているよ
うに、航路サービスにおいて、運航する船舶はある程度の航海速度までに減速をすれば、
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1TEU 当たりの輸送コストが減少傾向になる。それ以上の減速航海をすると 1TEU 当たりの
輸送コストが増加傾向に変わる。 
 
 
図 4.6.2c 減速航海による輸送コストの変化 
 
また、図 4.6.2d のように航海速度が燃料コストに影響を与え、必要隻数が船舶コスト及び
コンテナ本数に影響している。船型、航海距離、寄港頻度が一定するため、港湾における費
用に影響がない。そのため、港湾におけるコストが一定することである速度までに 1TEU 当
たり輸送コストは燃料コストの減少に伴い減少する。ある程度の減速航海を行う際に、必要
隻数が増加したコスト上げの部分は燃料コストの下げ部分でカバーすることが分かった。つ
まり、航海距離及び船型 TEU による輸送コスト最小にする航海速度が存在している。 
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図 4.6.2d 減速航海による輸送コストの変化（船型一定） 
 
 では、感度分析の結果をまとめると、必要隻数を増やさず、ある程度の減速航海を行うこ
とで燃料消費量が減少し、CO2排出量及び輸送コストの削減ができる。また、サービスの航路
特徴（平均船型、寄港回数、航海距離）が減速航海に制約していることが分かった。そのた
め、第 5章は各主要航路における減速航海への考察を行う。 
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5．主要航路における減速航海への考察 
5.1 各航路の特徴について 
 まずは、東西基幹航路の主要航路の配船状況を表 5.1.1と図 5.1.1に示す。 
 
表 5.1.1 2018年 8月末の主要航路の船型別隻数（増減：2017年 8月の比較）（24） 
 
 
図 5.1.1 2018年 8月時点の船型別隻数（19） 
 
① 東アジア-欧州航路 
東アジア-欧州航路については、隻数が 4隻増加し 340隻となった。船型別隻数は主に
8,000～13,999TEUが 40隻数減少、18,000TEU以上は 27隻増加した。20,000TEUを超える大型
新造船の竣工に伴い船型の大型化が進んだ。平均船型は 375TEU大きくなった 13,485TEUとな
り、最大船型の航路である。 
② 東アジア-北米航路 
東アジア-北米航路については、隻数が 11隻増加し 441隻となった。船型別隻数は、8,000
～13,999TEUが 21隻数増加、3,000～4,999TEUが 24隻減少した。パナマ運河拡張に伴ったク
ラシックパナマックスからネオパナマックスへのリプレースの動きが一段と進展しているも
のとみられる。平均船型は 559TEU大きくなった、8,297TEUとなり、初めて 8,000TEUを超え
た。 
③ 欧州-北米航路 
欧州-北米航路については、隻数が 13隻増加し 217隻となった。船型別隻数は 8,000～
13,999TEUが 12隻増加した。5,000TEU未満の船舶が 15隻増加した一方、主要船型クラスの
航路 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減
東アジア-欧州航路 340 4 0 0 1 1 15 6 25 2 105 -40 107 9 87 27 13,485 375
東アジア-北米航路 441 11 4 2 12 -2 32 -24 129 8 253 21 11 5 0 0 8,297 559
欧州-北米航路 217 13 2 1 43 7 85 8 51 -16 36 12 0 0 0 0 5,061 -141
18000以上船型TEU 平均船型 平均船型
の増減
1000-29991000未満 3000-4999 5000-7999 8000-13999 14000-17999
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5,000～7,999TEUは 16隻減少した。そのため、平均船型は 141TEU小さく 5,061TEU になっ
た。 
次は、航路の特徴を表 5.1.2と図 5.1.2に示す。東アジア-欧州航路は、サービス数は少な
いが最も大型化が進んでいる航路である。航路の平均距離も長いため１サービス当たりの平
均隻数も多い。東アジア-北米航路は、多くのサービスが運航されるが１サービス当たりの寄
港回数が少ない。欧州-北米航路について、サービス数は東アジア-欧州航路よりやや多いが
平均距離と平均船型は最も小さい航路である。 
 
表 5.1.2 各航路の特徴（2018年） 
 
 
図 5.1.2 各航路の特徴比較 
 
  
  
[個] ［TEU］ ［隻］ ［回］ ［NM］
航路 サービス個数 平均船型 平均隻数 寄港回数 平均距離
東アジア-北米航路 57 8297.0 8.1 6.4 17345.8
東アジア-欧州 33 13484.6 10.8 11.9 21634.0
欧州-北米航路 37 5061.3 6.1 6.7 10384.5
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最後に、各航路の平均値を用いてモデルで１サイクル時間の構成を示す。 
① 東アジア-北米航路 
 
図 5.1.3 東アジア-北米航路の１サイクル時間構成 
 
東アジア-北米航路の１サイクル時間の構成については、航海時間が 58%、荷役時間が
21%、入出港時間が 21%を占めている。 
② 東アジア-欧州航路 
 
図 5.1.3 東アジア-欧州航路の１サイクル時間構成 
 
東アジア-欧州航路の１サイクル時間の構成については、航海時間が 56%、荷役時間が 8%、
入出港時間が 36%を占めている。 
③ 欧州-北米航路 
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図 5.1.3 欧州-北米航路の１サイクル時間構成 
 
東アジア-欧州航路の１サイクル時間の構成については、航海時間が 48%、荷役時間が
22%、入出港時間が 30%を占めている。 
どの航路においても、１サイクル時間に停泊時間（荷役時間と入出港時間）が 4割以上を
占めていることが分かった。 
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5.2 隻数の増加による減速航海 
5.2.1 大型化による隻数増加の減速航海 
 3.2 節はコンテナ船の大型化が進んでいる状況、4.6 節は大型化による必要隻数の増加を述
べた。ここでは大型化による隻数増加の減速航海を考察する。 
 まず、航路の選択については 5.1 節に示したように、東アジア-北米航路の平均船型が 2018
年に初めて 8,000TEU を超え、これからも大型化していくことが予想される。そのため、東ア
ジア-北米航路の EC1 を考察対象とした。図 5.2.1.1 と表 5.2.1.1 に航路サービスを示す。 
 
図 5.2.1.1 東アジア-北米航路 EC1（25） 
 
 
表 5.2.1.1 東アジア-北米航路 EC1（26） 
 
 次に、EC1の平均船型を 6,724TEUから大型化した時の１TEU輸送コストの変化を図 5.2.1.2
に示す。必要隻数は図 5.2.1.3に示す。 
 
図 5.2.1.2 大型化による輸送コスト変化 
サービス名 距離(nm) 寄港回数平均船型（TEU） 平均速度KT 隻数 1サイクル時間ｈ 航海時間 停泊時間
EC1 21985 13 6724 24.5 10 1680 897.3469 782.6531
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図 5.2.1.3 大型化による必要隻数の変化 
 
7,374TEU から 7,424TEU まで 50TEU 増加すると、１隻の必要隻数が増える。つまり、大型化
することで１TEU 当たり輸送コストは減少傾向になるが、必要隻数が増加する際に、輸送コス
トが増加する。また、必要隻数を増加すると隻数が増えた分に対して、１サイクル時間は図
5.2.1.4のように 7日分の時間が増加する。この増加した時間を活用して減速航海を行う。 
 
 
図 5.2.1.4 大型化による１サイクル時間の変化 
 
7,424TEUで必要隻数を維持する場合の減速航海を図 5.2.1.5に示す。航海速度を 25KTから
21KTまで落としても必要隻数を 11隻に維持するため、１サイクル時間は 77日に一定する。
51 
 
その結果、１TEU当たりの輸送コストが 927.9ドルから 827.6ドルまでに減少した。また、輸
送コストの削減だけではなく、減速航海による年間 CO₂排出量を約 53万トン減らすことがで
きた。削減効果を表 5.2.1.5 にまとめ、図 5.2.1.6 と図 5.2.1.7に示す。 
 
 
図 5.2.1.5 必要隻数を維持する減速航海（7424TEU） 
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表 5.2.1.5 削減効果（7,424TEU） 
 
 
図 5.2.1.6 CO₂排出量の削減効果（7,424TEU） 
 
 
図 5.2.1.7 輸送コストの削減効果（7,424TEU） 
 
大型化による必要隻数の増加が、サービスに余裕時間をもたらすことが分かった。図
5.2.1.8に船型の大型化に伴う１サイクル余裕時間の変化を示す。 
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図 5.2.1.8 大型化による１サイクル余裕時間の変化 
 
この余裕時間を用いて、図 5.2.1.9 のように減速航海が可能である。また、１TEU 当たり
の輸送コストおよび CO₂排出量については、図 5.2.1.10 と図 5.2.1.11に示す。 
 
 
図 5.2.1.9 大型化による隻数増加の減速航海 
 
54 
 
 
図 5.2.1.10 大型化による隻数増加の減速航海のコスト削減 
 
 
図 5.2.1.11 大型化による隻数増加の減速航海の CO₂排出量削減 
 
以上のことから、航路サービスの船型を大きくした際は輸送能力が向上するため、荷役作
業時間が増加し１サイクル時間も増加する。週 1 回の寄港頻度を維持するために航路サービ
スを運航する船舶の隻数が増える際、１サイクルの余裕時間は急増するが、荷役時間の増加
によってその後減少する。輸送コストおよび CO₂排出量をみると、大型化による隻数増加の
際に減速航海の削減効果が最も大きい。  
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5.2.2 待機船舶の投入による減速航海 
ここでは、船型を固定し、3.3 節に述べた待機船舶を投入することによる減速航海の削減効
果を考察する。考察対象は平均船型が 20,000TEU 級の東アジア-欧州航路 FAL5 をする。なお、
船舶を投入する際に航路サービスのバランスを崩さないため、平均船型が近い航路に投入する
ことが多い。図 5.2.2.1 と表 5.2.2.1 に航路サービスを示す。 
 
図 5.2.2.1 東アジア-欧州航路 FAL5（27） 
 
 
表 5.2.2.1 東アジア-欧州航路 FAL5（26） 
 
 
図 5.2.2.2 待機船の投入による減速航海 
 
航海速度の減少によって１サイクル時間が増加し、週 1 回寄港のサービス性を維持するた
サービス名 総距離(nm) 寄港回数平均船型（TEU） 平均速度KT 隻数 1サイクル時間ｈ 航海時間 停泊時間
FAL5 23273.3 12.0 20361.6 19.9 11.0 1848.0 1169.5 678.5
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めに、必要隻数が増加することを第 4 章に述べたが、一方で、待機船舶を投入することで週
1 回寄港のサービス性を維持し、減速航海ができる。図 5.2.2.2 は、航路 FAL5 の 11 隻をは
じめ 1 隻ずつの船舶を投入した最適航海速度を示している。 
 
図 5.2.2.3 待機船の投入による減速航海の輸送コスト 
 
しかし、１TEU 当たり輸送コストの図 5.2.2.3 を見ると、投入隻数が増えると船舶費用が
増加している。航路 FAL5 の場合は、3 隻の待機船舶を投入することで輸送コストが最小に
なる。それ以上の船舶を投入すると、減速航海による燃料コストの削減が船舶費用の増加に
カバーをできなくなり、輸送コストが増加する。つまり、待機船舶の投入による減速航海に
ついては輸送コストの削減限界がある。ここでは、１隻の待機船舶を投入した削減効果を表
5.2.2.4 にまとめる。図 5.2.2.5 と図 5.2.2.6 に示す。 
 
表 5.2.2.4 待機船舶を１隻に投入の削減効果 
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図 5.2.2.5 待機船舶を１隻に投入の輸送コスト削減 
 
図 5.2.2.6 待機船舶を１隻に投入の CO₂排出量の削減 
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5.3 航路の１サイクル余裕時間の考察 
ここでは、第4章の回帰分析のモデルを用いて、主要航路の１サイクル余裕時間を分析する。
国際輸送ハンドブックに記載された１サイクル時間はモデルで推計した時間と比較し、航路サ
ービスの余裕時間を確認する。 
  
5.3.1 主要航路の余裕時間について 
  
表 5.3.1 主要航路における１サイクル余裕時間 
 
 
図 5.3.1 主要航路における１サイクルの平均余裕時間 
 
 表 5.3.1 は主要航路における１サイクル余裕時間を示す。東アジア-北米航路の余裕ありサー
ビス数の割合が 38％と少ないが、72 時間の平均余裕時間がある。東アジア-欧州航路は、余裕
ありサービス数の割合が 58％と多いが、平均余裕時間が 47 時間である。現存の航路サービス
が余裕時間を持つことが分かった。荷役作業の遅れや入出港の沖待ちに対応すると考えられる。 
  
航路 観測航路数 余裕あり 割合 平均余裕時間
東アジア-北米航路 48.0 18.0 38% 72.3
東アジア-欧州航路 33.0 19.0 58% 47.2
欧州-北米航路 18.0 11.0 61% 62.1
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5.3.2 余裕時間による減速航海 
次に、平均余裕時間が多い東アジア-北米航路における、減速航海を考察する。対象は 5.2.1
節に説明した EC1 とする。隻数を維持した減速航海の程度を表 5.3.2.1 に示す。 
 
表 5.3.2.1 東アジア-北米航路 EC1 余裕時間による減速航海 
 
 航路サービス EC1 については、モデルで推計すると１サイクルにおよそ 28 時間の余裕が
生じる。その時間を航海時間に加えた減速航海は、0.75KT の減速程度である。わずか
0.75KT にしても年間の削減効果は大きいと言える。表 5.3.2.2 に減速航海による削減効果を
まとめ、図 5.3.2.3 と図 5.3.2.4 に示す。このように、港湾などでの遅れをなくすことで余裕
時間の設定が必要なく、減速航海への期待がある。 
 
表 5.3.2.2 EC1 余裕時間による減速航海のまとめ 
 
 
図 5.3.2.3 EC1 余裕時間による減速航海の CO₂削減効果 
サービス名 総距離(nm) 寄港回数 平均船型（TEU） 平均速度KT 隻数 1サイクル時間ｈ 航海時間 停泊時間 荷役時間 入出港時間
EC1 21985.0 13.0 6724.0 24.5 10.0 1680.0 897.3 782.7
モデル 21985.0 13.0 6724.0 23.7 10.0 1680.0 925.7 754.3 225.3 529.0
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図 5.3.2.4  EC1 余裕時間による減速航海の輸送コスト削減効果 
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5.4 停泊時間の短縮への考察 
 5.1 節で述べたように停泊時間が１サイクル時間に占める割合は高く、ここでは１サイクル
時間に占める停泊時間の短縮可能性を考察する。停泊時間の短縮による減速航海は、航路サー
ビスの利用者（荷主）にとってはリードタイムの増加が発生しない。つまり、定期航路のサー
ビス性を維持することができる。 
 
5.4.1 荷役時間の短縮による減速航海 
 まず、停泊時間に構成される荷役時間についての考察を行う。表 5.4.1 のように、国際輸送
ハンドブックにコンテナ取扱量の上位 50 位までの港を抽出して、港湾の荷役作業効率を分析
する。 
 
表 5.4.1 各航路の港湾コンテナ取扱量（2017 年）（28） 
図 5.4.2は各地域範囲別の港湾コンテナ取扱量を示す。図 5.4.3は各港湾のターミナルに
おける荷役作業機器（クレーン）の所有数を示す。 
 
図 5.4.2 各地域範囲別の港湾コンテナ取扱量（26） 
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図 5.4.3 各地域範囲別のターミナルにおける荷役作業機器の所有数（26） 
 
港湾の年間コンテナ量について、東アジア側の港湾の方が高く、１ターミナル当たりの荷
役作業機器（クレーン）の所有数が多い。東アジア側の港湾の荷役効率が高い水準になって
いることが考えられる。同様に、北米側の港湾の荷役効率が比較的低いことが考えられる。 
 
図 5.4.4 各航路における 1000TEUの荷役時間 
 
また、表 4.2.1bのモデル係数を用いて平均船型が 1000TEUのサービスの場合は、１サイク
ル運航する際に荷役作業時間の推計値を図 5.4.4に示す。図を見ると、東アジア-欧州航路の
１サイクル対する荷役作業時間が最も短くなり、欧州-北米航路の１サイクルに対する荷役作
業時間が最も長いことが分かった。前文で考察したように、港湾の荷役作業効率については
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北米側が最も低く、東アジア側と欧州側と比較すると、東アジア側の方が高いことが分かっ
た。 
そして、北米側における港湾の荷役作業効率を調査することにした。荷役作業効率の設定
について、国際港湾政策研究所（29）では、コンテナターミナルのサービス水準を調査した。
本節では、その調査結果を用い、研究対象とした航路において、荷役作業時間の短縮可能性
を考察する。 
 
表 5.4.5 北米側港湾における荷役機器の状況（26） 
 
まず、平均荷役作業効率が比較的低い北米側の港湾を考察対象にする。表 5.4.5に北米側港
湾における荷役機器の状況を示す。また、国際港湾政策研究所が調査したコンテナターミナル
のサービス水準（24）で、ガントリークレーンの荷役効率の平均値 34.14[BOX/ｈ/基]を用いて、
北米側の港湾荷役作業効率の推計を行い、表 5.4.6 に示す。 
 
表 5.4.6 北米側港湾における荷役作業効率の推計 
荷役作業効率
port BOX/ｈ
prince rupert 119.50
everett 68.29
seattle/tacoma 89.15
portland 102.43
oakland 68.29
houston 92.19
new orleans 102.43
long beach/los angeles 108.97
new york 108.37
savannah 98.63
vancouver 63.41
平均値 92.88
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ここでは、北米側の港湾にける荷役作業効率を平均値の 92.88[BOX/ｈ]とする。また、コン
テナの BOX 数について 3.3.3 節のコンテナ・フリートを用いて、表 5.4.7に計算例を示す。 
 
表 5.4.7 船型によるコンテナ本数（計算例） 
 
北米側の各港湾における荷役作業効率の推計平均値を用いて、北米側の港湾が影響する東
アジア-北米航路、欧州-北米航路を対象とする。コンテナのフリートを考慮した推計荷役時間
とモデルの荷役時間を比較し、余裕時間を考察する。また、その余裕時間を減速航海に活用
した削減効果を明らかにする。 
 
図 5.4.8 東アジア-北米航路の荷役時間の変化 
 
 
表 5.4.8 荷役作業効率の向上による減速航海の削減効果  
 
船型TEU BOX数
500 330
1000 660
2000 1320
3000 1980
4000 2640
単位 [KT] [KT] [KT]
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
東アジア-北米航路 24.95 23.51 1.44
年間CO2排出量[百万トン] 1.50 1.33 0.17
年間燃料コスト[億USD] 2.21 1.96 0.25
１TEU当たり輸送コスト[USD] 667.39 642.62 24.76
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東アジア-北米航路では、平均船型が 8297TEU になるため荷役作業効率を北米側港湾の平
均推計値に設定すると、42.67 の余裕時間が生じている。その余裕時間を航海時間に加え、減
速航海の削減効果は表 5.4.8に示す。 
 
図 5.4.9 欧州-北米航路の荷役時間の変化 
 
表 5.4.9 荷役作業効率の向上による減速航海の削減効果 
 
欧州-北米航路では、平均船型が 5061TEU になるため荷役作業効率を北米側港湾の平均推
計値に設定すると、49.11 の余裕時間が生じている。その余裕時間を航海時間に加え、減速航
海の削減効果は表 5.4.9に示す。 
以上のことから、1.「北米側の港湾の荷役効率は平均値まで向上すること」、2.「寄港地を
荷役作業能力が高い港に選択すること」により、東アジア-北米航路では約 15％、欧州-北米
航路では約 25％の荷役作業時間の削減を期待される。また、削減された時間を減速航海に活
用することで必要隻数を増やさずに輸送コスト及び CO2排出量の削減ができる。 
東アジア-欧州航路については、荷役時間が１サイクル時間に占める割合がわずか 8％であ
り、また欧州及び東アジア側の港湾の荷役作業効率すでに高く水準になっているため、荷役
作業時間の短縮による考察は行わない。 
  
単位 [KT] [KT] [KT]
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
欧州－北米航路 23.99 21.54 2.44
年間CO2排出量[百万トン] 0.76 0.58 0.18
年間燃料コスト[億USD] 1.13 0.86 0.27
１TEU当たり輸送コスト[USD] 668.56 646.70 21.86
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5.4.2 入出港時間の短縮による減速航海 
 ここでは、停泊時間に構成される入出港時間の短縮による減速航海の削減効果について考
察する。 
 5.1節の１サイクル時間構成を見ると、航路によって入出港時間が異なるが、少なくとも 2
割以上を占めている。東アジア-欧州航路が最も多く 36％を占めている。既存研究の調査（30）
によると、船舶は入出港する際に、沖待ちが発生する。沖待ち船舶について、ほとんどは半
日および１日の長い沖待ちになる傾向があった。 
そのため、世界一のスマート港湾を目指してロッテルダム港では Just-in-time sailing（31）
というシステムを導入した。ロッテルダム港湾庁とオランダ応用科学研究機構（Netherlands 
Organisation for applied scientific research TNO）が最近委託した調査報告書（31）によ
れば、入港してくる船舶に対し、到着 12時間前に使用予定の岸壁がいつ空くか正確な時間情
報を提供ができれば、正確な到着予定時刻に対応して船舶が運航速度を 5%程度減速すること
が可能となり、燃料消費量と CO2排出量を削減できることが明らかになった。この調査結果
は、10月 15日から IMOで開催された「船舶から排出される GHG削減のための中間作業部会」
にも提出された。世界海事エネルギー効率化パートナーシップ(Global Maritime Energy 
Efficiency Partnership: GloMEEP)の専門家等から、「岸壁使用可能時刻の正確な告知によっ
て削減できる GHGは排出量全体の 4%と割合的には見ればわずかな比率であるが、GHG削減の
ために直ちに取り組める対策として有意義であるとともに、船社のコスト削減も併せて図れ
る点で受け入れられやすい対策である。」と評価された（33）。 
そこで、本節では各航路の入出港時間の短縮による減速航海の削減効果を考察する。 
① 入出港時間が１％に短縮した場合 
 
表 5.4.2.1 入出港時間が１％に短縮した場合の削減効果 
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② 入出港時間が 5％に短縮した場合 
 
表 5.4.2.1 入出港時間が 5％に短縮した場合の削減効果 
 
③ 入出港時間が 10％に短縮した場合 
 
表 5.4.2.1 入出港時間が 10％に短縮した場合の削減効果 
 
入出港時間の短縮による減速航海の削減効果を見ると、東アジア-欧州航路はサービス航路
の平均寄港回数が多く、入出港時間が１サイクル時間に占める割合が大きい。そのため、入
出港時間の短縮による減速航海の削減効果が最も大きい航路になる。 
  
単位 [KT] [KT]
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
東アジア-北米航路 24.95 24.04 0.90
年間CO2排出量[百万トン] 1.50 1.39 0.11
年間燃料コスト[億USD] 2.21 2.05 0.16
１TEU当たり輸送コスト[USD] 671.27 649.24 22.03
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
東アジアｰ欧州航路 24.59 23.11 1.48
年間CO2排出量[百万トン] 2.41 2.13 0.28
年間燃料コスト[億USD] 3.56 3.15 0.41
１TEU当たり輸送コスト[USD] 762.61 729.18 33.43
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
欧州ｰ北米航路 23.99 22.59 1.40
年間CO2排出量[百万トン] 0.63 0.56 0.07
年間燃料コスト[億USD] 0.93 0.82 0.10
１TEU当たり輸送コスト[USD] 586.56 562.59 23.97
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5.5 考察のまとめ 
 ここでは、第 5章に述べた 3つの手法（必要隻数の増加、サービス航路の余裕時間、停泊
時間の短縮）による減速航海を環境面（CO₂排出量）、サービス提供者（海運会社）及び利用
者（荷主）の視点で評価し、表 5.5に示す。 
 
表 5.5 3つの手法による減速航海の評価  
 
⚫ 必要隻数の増加 
① 大型化による増加 
船舶の大型化の際に、減速航海による CO₂排出量及び輸送コスト削減効果が最も大きい。し
かし、船舶の大型化に伴い荷役時間が増加することで、週 1回の寄港頻度を維持するために
隻数の増加が必要となる。また荷主にとっては、１サイクル時間の増加による貨物のリード
タイムが長くなるため、在庫管理へ一定のダメージが生じる。 
② 待機船舶の投入 
待機船舶を投入する際に、減速航海による CO₂排出量及び輸送コスト削減効果も大きく、海
運会社にとっても余剰船舶の活用というメリットがある。しかし、待機船舶の投入による減
速航海については輸送コストの削減限界がある。また、大型化と同じくリードタイムが長く
なり、荷主に在庫管理へ一定のダメージが生じる。 
⚫ 停泊時間の短縮 
① 荷役効率の向上 
港湾の荷役作業効率を向上させると、荷役時間の短縮ができるため、減速航海による CO₂排
出量及び輸送コスト削減効果は比較的大きい。荷主にとっては、リードタイムを増加せず、
在庫管理へダメージがない。なお、北米側の港湾に対する荷役作業効率の向上余地が多く、
東アジア-北米航路及び欧州-北米航路への削減効果を期待できる。 
② 入出港時間の短縮 
港湾の整備による入出港時間の短縮の実現可能性がある。減速航海による CO₂排出量及び輸
送コスト削減効果について、東アジア-欧州航路の寄港回数が比較的多くため、ある程度に期
待できる。荷主にとっては、リードタイムを増加せず、在庫管理へダメージがない。 
⚫ １サイクル余裕時間 
視点 環境面 荷主
手法 項目 CO₂排出量輸送コスト必要隻数リードタイム
大型化による増加 ◎ ◎ △ △
待機船舶の投入 ◎ ◎ 〇 △
荷役効率の向上 ◎ ◎ 〇 〇
入出港時間の短縮 〇 〇 〇 〇
余裕あり 〇 〇 〇 －
余裕無し － － － －
評価
良い ◎
やや良い 〇
変化無し －
良くない △
海運会社
必要隻数の増加
停泊時間の短縮
１サイクル余裕時間
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 １サイクル余裕時間は航路サービスを設計する際に、海運会社が船舶の運航中で発生する
荷役作業や沖待ちなどの遅れに対応手段として存在する。しかし、航路サービスは海運市場
の変動に影響にやすく、コンテナの荷動きも時期による変化すると考えられる。そのため航
路によって、１サイクル余裕時間は存在するが、全ての航路に適用することは考えにくい。 
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6．おわりに 
6.1 本研究のまとめ 
 本研究では、近年、コンテナ船の大型化が進んでいることで CO₂排出量削減に対する最も
有効な対策の１つとする減速航海の影響を明らかにした。 
第 4 章で主要定期航路を対象として、各航路の現状を考慮した上で輸送サービスを構成す
るコンテナ船の船型、寄港回数、必要隻数、航海速度などの構成要素間の関係をモデル化し
た。このモデルを用いて１サイクル時間を推計することで、コンテナ船の大型化と減速航海
が必要隻数に影響を与え、CO₂排出量及び輸送コストの削減効果を明らかにした。その感度
分析の結果、次のようなことが分かった。 
（1） 船舶の大型化により、１TEU 当たりの輸送コストおよび CO₂排出量を削減すること
ができる。 
（2） 減速航海による CO₂排出量の削減ができる。また、輸送コストについては、航海距
離及び船型 TEU による輸送コスト最小にする航海速度が存在することが分かった。 
第 5章で 3 つの手法（必要隻数の増加、サービス航路の余裕時間、停泊時間の短縮）によ
る減速航海の削減効果を検討した。その考察の結果、次のようなことが分かった。 
（3） コンテナ船を大型化する際に、必要隻数の増加に伴う減速航海を可能にし輸送コス
トおよび CO₂排出量の削減効果が最も大きいことが分かった。 
（4） 待機船舶の投入による減速航海は CO₂排出量及び輸送コストの削減ができる。しか
し、輸送コストの削減限界がある。 
（5） １サイクル余裕時間は航路サービスを設計する際に、海運会社が船舶の運航中で発
生する荷役作業や沖待ちなどの遅れに対応手段として存在する。 
（6） 各航路の１サイクル時間の構成から、停泊時間が占める割合が高いことが分かっ
た。 
（7） 港湾の荷役作業効率についての考察では、北米側における港湾荷役効率が比較的低
いことが分かった。そのため、「北米側の港湾の荷役効率は平均値まで向上すること」と
「寄港地を荷役作業能力が高い港に選択すること」により、リードタイムを維持した減速
航海ができ、CO₂排出量及び輸送コストの削減効果が高いことが分かった。 
（8） 入出港時間の短縮による減速航海については、東アジア-欧州航路の寄港回数が多く
入出港時間も長く、欧州側における入出港のスムーズ化の検討が必要と分かった。 
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6.2 今後の課題 
（1） 本研究では CO₂排出量及び輸送コストについて、先行研究の計算式を用いて推計を行
った。IMOの GHG 削減戦略によって 2020年に船舶の運航実績データが報告される。より
良い検討するため、船舶の運航実績データを用いる再検討が必要とされる。 
（2） 港湾における荷役作業効率について、本研究では北米側のみ考察したが、東アジア
側及び欧州側の荷役作業効率の考察も必要である。 
（3） 待機船舶については、全体的の調査を用いる考察をしたが実際に海運アライアンス
の再編やコンテナの荷動きにより待機船舶の変動が激しく、より現実的な調査が必要で
ある。 
（4） 入出港時間の短縮について、本研究では仮定の短縮により減速航海の削減効果を表
したが、各港湾の整備状況に応じた入出港時間の検討が必要である。 
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